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胎内市単日短時間就労マッチングサービス構築業務 

委託事業者選定に係るプロポーザル実施要領 

 

 求職者と事業者をつなぐ単日短時間就労マッチングシステムを構築し、必要な時期に必

要な人材を確保しやすい仕組みを構築し、求職者が市内で働きやすい環境を整備するとと

もに、事業者における労働力不足の解消を図ります。 

受託事業者の選定に当たっては、金額の多寡のみの比較である通常の競争入札ではなく、

プロポーザル方式により最も優れた者を特定します。 

 プロポーザルに応募する意思のある方は、下記に掲げる内容により「参加希望票」及び

「提案書」を作成し提出してください。 

 

１ 業務名 

  胎内市単日短時間就労マッチングサービス構築業務 

 

２ 業務内容 

  別紙「胎内市単日短時間就労マッチングサービス構築業務委託仕様書」（以下「仕様書」

という。）による。 

 

３ 予定契約期間 

  契約締結日から令和９年３月 31日（水）まで 

  

４ 契約上限額 

9,460,000円（消費税及び地方消費税を含む。） 

※委託料の算定にあたっては、消費税及び地方消費税の税率を 10％として算出して 

ください。 

 

５ 参加資格等 

(1) 参加者の資格 

 ① 過去５年間において事業者又は地方公共団体での単日短時間就労マッチングサービ

ス業務を受託し、完了した実績があること。 

 ② 胎内市競争入札参加資格者指名停止措置要領（平成 17年訓令第 38号）に基づく指名

停止を受けている者又は指名停止の措置要件に該当する者でないこと。 

 ③ 会社更生法（平成 14年法律第 154号）第 17条の規定による更生手続開始の申し立て

又は民事再生法（平成 11年法律第 225号）第 21条の規定による再生手続開始の申し

立てがなされていない者であること。ただし、会社更生法に基づく更正手続開始の決

定又は民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受けた者は当該申立てがなされな
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かった者とみなす。 

 ④ 受託事業者が、地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定に該

当していないこと。 

 ⑤ 受託事業者は、法人税、法人事業税、消費税及び地方消費税を滞納していないこと。 

 ⑥ 胎内市暴力団排除条例（平成 23年条例第 23号）第２条（１）及び（２）の規定に該

当する暴力団又は暴力団員ではないこと。暴力団員と社会的に避難されるべき関係を

有する者でないこと。 

(2) 参加者からの除外 

 ① 上記(1)のいずれかの要件を欠くようになったとき。 

 ② 提出書類に虚偽の記載があったとき。 

 ③ 法的整理が開始されるなど、いわゆる「倒産状態」になったとき。 

 ④ 威圧その他の行為により公正かつ円滑な選定業務を妨げたとき。 

 

６ 業務スケジュール 

内容 期間等 

公示 令和８年４月 24日（金） 

質問受付期限 令和８年５月 ７日（木）17時まで 

質問回答予定 令和８年５月 11日（月） 

参加申込書提出期限 令和８年５月 13日（水）17時まで（必着） 

企画提案書等提出期限 令和８年５月 26日（火）17時まで（必着） 

プレゼンテーション（審査） 令和８年５月 29日（金） 

審査結果通知 令和８年６月 １日（月） 

 

７ 参加希望受付及び確認 

 この実施要領、仕様書等を十分確認し、業務委託の趣旨を踏まえた上で、参加希望の事

業者は、提案の参加意思確認を行うために、参加希望票を事前に提出してください。 

 ① 受付期間 

   令和８年４月 24日(金)９時から令和８年５月 13日(水)17時まで 

（ただし、閉庁日を除く。） 

 ② 提出書類 参加希望票（様式１） １部 

 ③ 提出方法 担当課窓口に直接持参、郵送又は電子メール 

 ④ 指名通知 令和８年５月 15日(金)に電子メールにて通知予定 

 なお、胎内市建設工事入札参加資格審査規程（平成 17 年告示第 10 号）第６条第１項、

胎内市建設コンサルタント等業務入札参加資格審査規程（平成 17 年告示第 14 号）第６条

第１項又は胎内市物品・役務等入札参加資格審査規程（平成 20 年告示第 23 号）第６条第

１項に規定する入札参加資格者名簿に登載されていない者にあっては、以下の書類も併せ
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て提出すること。 

 ア 履歴事項全部証明書（登記簿謄本）（法人） 

 イ 履歴事項全部証明書（商号登記簿謄本）（商号登記している個人） 

 ウ 身分証明書（商号登記していない個人） 

 エ 登記されていないことの証明書（商号登記していない個人） 

 オ 財務諸表（法人及び個人） 

 カ 法人事業税の納税証明書（法人） 

 キ 納税証明書（法人：法人税及び消費税及び地方消費税、個人：申告所得税及び消費税

及び地方消費税） 

 

８ 質問の受付及び回答 

 この実施要領、仕様書等に関する質問があるときは、質問書（様式２）を提出してくだ

さい。 

(1) 受 付 期 間 令和８年４月 24日（金)９時から令和８年５月７日(木)17時まで 

(2) 提 出 方 法 担当課へ質問書により電子メールで提出 

(3) 質問への回答 令和８年５月 11日（月）９時以降、胎内市ホームページに掲出する。 

 

９ 提案の受付 

 ６④による指名通知を受けた事業者は、提案書を提出してください。 

(1) 提案受付期間 令和８年５月 15日(金)９時から令和８年５月 26日(火)17時まで 

 （ただし、閉庁日を除く。） 

(2) 提出方法 担当課窓口に直接持参又は郵送してください。 

(3) 提案書 次の①から⑤までの書類を１組としたものを提案書とします。作成に当たっ

ては、提案書作成要領（別添Ａ）も参考にしてください。 

 ① 提案者の概要（別記様式１） 

   提案事業者の所在地、資本金その他基本情報を記入してください。 

 ② 業務実績調書（別記様式２） 

   単日短時間就労マッチングサービス業務の元請としての受注実績等を記入してくだ

さい。 

 ③ 担当者実績及び業務執行体制（別記様式３） 

   本業務に従事する技術者の配置計画及び配置する各技術者の担当する業務内容・保有

資格・関連業務の実績・経験を記入してください。また、本業務の総括責任者、担当

者等の所属、役割等実施に当たっての体制及び特徴を記入してください。 

④ 見積書（別記様式４） 

   契約上限額（税込み）以内で、見積金額（税込み）を記載してください。 

 ⑤ 業務についての提案（任意様式） 
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   様式で示した各項目についての提案者としての考え方を記入してください。 

(4) 提出部数 

  提案書：正本１部、副本６部（写し可） 

 

10 選定方法 

(1) 選定方法 胎内市単日短時間就労マッチングサービス業務委託プロポーザル審査委員

会（以下「審査委員会という」）が提案者から提出された提案書及びプレゼンテーション

を判断要素として、審査委員会が作成した評価基準に基づき審査し、最も高得点を獲得

したものを受託候補者とします。   

また、参加事業者全員の採点を行い順位づけを行います。 

(2) プレゼンテーション審査の実施日時 令和８年５月 29日（金）を予定しています。 

(3) 選定評価基準の評価項目及び配点 

 評価項目 評価の観点 配点 

（ア） 

書類審査 

運営体制、 

業務実績 

・業務管理体制や類似事業の履行実績等から、進

行管理の適切な実施が見込まれるか 

・個人情報の保護、法令順守のための具体的な体

制・方法が提案され、実施が見込まれるか。 

・類似業務について、地方公共団体との実施実績

を有しているか。 

15点 

（イ） 

見積金額 

見積金額 ・提案内容に対する見積金額は適正か。 

※予定額を超えている場合は失格とします。 
25点 

（ウ） 

プレゼン 

テーション 

業務内容 ・サービスの構築と柔軟な就労環境の整備に向け

て、効果的な内容が提案され、実施が見込める

か。 

・サービス構築の条件を満たしているか。 

・求職者及び企業の認知度向上・登録促進に向け

て、効果的な手法が提案され、実施が見込める

か。 

・連携が必要な関係機関等を把握した上で、連携

の効果的な手法が提案され、実施が見込めるか。 

・支援の進め方やスケジュール等を明らかにし、

確実な実施が見込めるか。 

・仕様書等に示されている事項以外の独自提案が

可能か。 

90点 

総合計得点（ア＋イ＋ウ） 130点 
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(4) 審査は、下表「採点基準表」に示す評価内容により評価し、採点基準に従い得点を算

定します。なお、小数点以下の数値は小数点以下第二位以下は切り捨てて、得点を算定

する。 

◎書類審査評価及びプレゼンテーション審査評価 

評価 基準 採点基準 

５ 非常に良い 配点×1.0 

４ 良い 配点×0.8 

３ 標準 配点×0.6 

２ やや劣っている 配点×0.4 

１ 劣っている 配点×0.2 

◎見積金額評価 提案者中最低見積金額÷提案見積金額×配点（25点）＝見積金額評価点 

(5) 結 果 通 知 最終選定結果は、提案事業者全員に令和８年６月１日（月）に電子メール

で通知します。 

 

11 委託契約 受託候補者と協議を行い、見積徴取により随意契約を行います。 

 

12 その他 

(1) 本プロポーザル参加に関する費用は、参加者の負担とします。また、提出された書類

は返却しません。 

(2) 提案書において、虚偽の記載等の不正な行為が判明したときは、指名停止等の措置を

行うことがあります。 

(3) 本要領に定めのない事項については、協議の上、決定することとします。 

 

連絡先 

 〒959-2693 

 新潟県胎内市新和町２番 10号 

 胎内市役所総合政策課企画政策係 

 電 話：0254-43-6111（代表） 

 E-mail：kikaku@city.tainai.lg.jp 


